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１．つくる 共有建造制度とは

内航海運事業者様のパートナーとして船舶を共同建造し共同所有（共有）します
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１．つくる 共有建造制度のスキーム
（相談～竣工・共有契約締結まで）

鉄道・運輸機構 海運事業者
建造相談・申込

審
査

共有建造内定

共有建造決定
建造請負契約締結

共
同
発
注

造船所

建
造

竣工・共有契約締結

海運事業者鉄道・運輸機構

技術支援

計画段階のアドバイス

技術支援

仕様について詳細打合せ

技術支援

船舶建造中の工事監督

竣工時に建造費の分担割合(70%～95％)
に応じて所有権を登記

３

鉄道・運輸機構持分 海運事業者持分



１．つくる 共有建造制度のスキーム
（共有契約締結後）

鉄道・運輸機構

共有契約満了

海運事業者
本船管理、収益・費用（公租公課

含む）は全て海運事業者に帰属

技術支援

メンテナンスサポート

共有契約満了時に残存価格（10％）
を支払後、機構持分を譲受

共
有
期
間
中

(

7
～
15
年
）

【共有期間中の注意事項】

●船舶使用料は毎月、原則として自動送金により支払い

●経理処理上、機構持分を含む全てを固定資産に、機構持分は長期借入金で計上

（減価償却費および支払利息を費用として計上）

共有船の使用

船舶使用料の支払

４



１．つくる 政策目的別に建造

中小企業者
中小企業者

以外

内航海運のグリーン化に資する船舶

スーパーエコシップ

ＬＮＧ燃料船

先進二酸化炭素低減化船(16%以上)

高度二酸化炭素低減化船(12%以上) -0.2% ±0.0%

10%低減化船

物流効率化に資する船舶

高度モーダルシフト船

上記以外

地域振興に資する船舶

離島航路の整備に資する船舶

高度バリアフリー化船

高度バリアフリー化船以外

国内クルーズ船

-0.1%

-0.1%

±0.0%

±0.0%

旅
客
船

環境負荷低減、物流効率化等に
資する新技術を採用した船舶

船舶の種類（政策要件）

二酸化炭素低減化船

離島航路に準じる生活航路に就航する
船舶
(バリアフリー化を要件とする）

モーダルシフト船
(中・長距離フェリー)

基準利率からの増減利率

-0.3%

±0.0%

-0.3%

±0.0%

-0.3%

中小企業者
中小企業者

以外

内航海運のグリーン化に資する船舶

スーパーエコシップ

ＬＮＧ燃料船

先進二酸化炭素低減化船(16%以上)

高度二酸化炭素低減化船(12%以上) -0.2% ±0.0%

10%低減化船

二重船殻構造を有する油送船及び特殊タンク船

二重船底構造を有する油送船及び特殊タンク船

物流効率化に資する船舶

高度モーダルシフト船

内航フィーダーの充実に資する船舶

上記以外

-0.3%

基準利率からの増減利率

-0.3%

±0.0%

-0.2%（義務化を除く）

船舶の種類（政策要件）

環境負荷低減、物流効率化等に
資する新技術を採用した船舶

貨
物
船

海洋汚染防止対策船

モーダルシフト船
(RORO,コンテナ船,自動車専用船)

二酸化炭素低減化船

+0.2%

-0.3%

-0.3%

±0.0%

-0.2%

特定船舶導入計画の認定を受けた船舶（注P） -0.2%

船員雇用対策に資する船舶

35歳未満の若年船員を計画的に雇用する事業者の船舶（注L） -0.1%

35歳未満の女性船員等を計画的に雇用する事業者の船舶（注M） -0.2%

労働環境改善船（注N） -0.1%

労働環境改善船（荷役・船員作業負担軽減等設備を含む）（注O）

上乗せ要件 基準利率からの増減利率

事業基盤強化に資する船舶（注K）

船舶管理事業者と３年以上の管理契約を締結する又は合併をする事業者の船舶 -0.2%

政策目的別に内航海運業界及び国民経済に役立つ船舶を建造します
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１．つくる 金利について①

適用利率 ＝ 基準利率±政策要件±信用リスク ＋上乗せ要件

基準利率より最大 ▲０．９％の軽減が可能
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共有期間 基準利率（固定型） 基準利率（５年毎見直し型）

９年以内 １．６５％ １．５１％

１３年超１４年以内 １．８５％ １．５２％

１４年超１５年以内 １．９５％ １．５２％

＜平均軽減率▲0.64%※適用後の金利＞ ※平成２９年度～令和３年度までの平均値

共有期間 固定型 ５年毎見直し型

９年以内 １．０１％ ０．８７％

１３年超１４年以内 １．２１％ ０．８８％

１４年超１５年以内 １．３１％ ０．８８％

令和５年４月１日現在

１．つくる 金利について②（基準利率と平均軽減率）

７

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
経営企画課



（１）事業規模

事業規模（支出予算額） ３１８億円（令和４年度 349億円 △8.9%）

財政融資資金 ２２２億円（令和４年度 244億円 △9.0%）

事業費（契約予定額） 299億円（令和４年度 360億円 △16.9%）

（２）事業額及び実績額の推移

１．つくる 共有建造制度 令和５年度事業規模
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１．つくる 用船保証書及び支援確約書

用船保証書及び支援確約書（離島航路就航船舶）の取扱い

用船保証期間は
原則１０年間以上
（変更なし）

で
す
が
・・・

船種、用船者との関係

（取引年数、運航隻数）により、

５年以上、７年以上 でも可

※ただし条件がつく場合があります。

離島航路就航船舶については、

地方公共団体からの

支援確約書の提出が必須

９



１．つくる 共有建造制度その他のメリット

①抵当権設定登録免許税
６億円×80%（機構持分）×0.4％（税率） ＝192万円 不要

②所有権保存登録免許税
６億円（上限97.5百万円）×80%（機構持分）×0.４％（税率） ＝ 31万円 不要

③保険料還付 共有期間1４年間での総還付額 ＝390万円 還付

（注1）事業者持分にかかる登録免許税は必要となります

【例】 貨物船 ４９９ＧＴ 船価６億円、 持分割合：機構８０％ 事業者２０％（他金融機関から調達）

１） 原則担保不要（抵当権設定に関する費用が不要）
２） 機構持分の所有権保存登記にかかる登録免許税は非課税
３） 機構による船舶保険料の一部負担（保険料還付）

登録
免許税 担 保

機構持分 事業者持分

担保設定
（注2）

（注1）

（注2）自己持分に対する
抵当権設定は可能

合計６1３万円
の負担減

金利に換算
△０．１６％
に相当
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お申込みから契約締結までの期間は、最短で3ヶ月程度となります。
① 積荷保証、用船保証の提出
② 船価・建造予定造船所
が決定しましたらお申込み可能です。

お気軽に事前にご相談ください。

建造協定、
建造工事請負契約

申込

内定

決定審査

内定～契約まで
約２ヶ月程度

申込～内定まで
約１ヶ月程度

郵送、来構
電子メール

３～４ヶ月程度

※共有船建造は、毎年定められる機構の予算の範囲内で実施されます。予算の状況によっては、お
申込みのご希望に沿いかねることもありますので早めにご相談願います。

１．つくる 共有建造申込のタイミング

1１



２．ささえる

（１）遮熱アルミシート
（㈱石藏商店）

離島航路に最適な船舶の建造をサポート
離島と本土等を結ぶ船舶の建造にあたり、
豊富なノウハウと専門的知識を有するJRTT
の技術者が、航路、桟橋などの港の調査を
したうえで、各離島航路に最適な船舶の建
造を支援しています。

（１）建造時における離島航路調査

（２）内航ラボ
（２）骨伝導技術による
音声情報の伝達

内航ラボの一例
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3．まもる

〇船舶の基本設計、省エ
ネ性能の検討などをお手
伝いします。
〇JRTT技術スタッフが
海運事業者様と共同で、
図面審査、建造中の
監督を行います。

〇共有期間中はいつでも、修繕
工事や突発のトラブルに対応し、
解決をお手伝いします。（無償
対応）
〇共有事業者様からの
ご依頼があれば、
いつでも現場に
駆け付けます。

建造中の監督及び就航後も継続して技術支援を行います

1３



4．シン・JRTT① 機構による海事広報の強化

取組①：ニュースレターを発行 取組②：Twitter、Instagram、Youtubeでの発信強化

令和4年7月18日（海の日）に創刊号を発行。共
有船の乗船記や船にまつわる情報等を発信して
いきます。

JRTTの公式Twitter、Instagram、Youtubeにて、共有船
の進水、竣工の様子や船舶部門として出展・参加する行事
の情報等を配信。

1４



○ 機構では、カレンダー掲載用の写真を大募集しております。

○ 新造船の進水式や竣工式、はたまた建造工事中や荷役中など、どのよう

な場面でも結構です。機構へ共有船の写真を是非ご提供ください。

〔応募の締切り〕

毎年8月末までに応募いただいた写真を翌年カレンダー掲載候補とさせてい

ただきます。応募いただいた中から機構にて選定を行います。

〔掲載予定枚数〕

大窓（大きな写真）・・・３枚程度

小窓（左下に掲載）・・・３枚程度

詳しくは下記までご連絡ください。

皆さまからのご応募をお待ちしております！

■応募問合せ先■

鉄道・運輸機構

共有船舶企画管理部 企画課（広報担当）

TEL：０４５－２２２－９１２９

Mail：ship_pr-b6k3@jrtt.go.jp

4．シン・JRTT① 機構による海事広報の強化

1５
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4．シン・JRTT② 建造営業エリア担当制の導入

JRTTの新たな取組みとして建造営業エリア担当制を導入します

関東・
四国

九州・
沖縄

（及び北海道・東北・
中部）

近畿・
中国

お客様から“顔の見えるJRTT”をめざします
〇各エリア毎の担当制と
し、原則「いつも同じ機構
職員」が担当させていた
だきます。

〇顔を知っていただくこと
で、安心・気軽に接して
いただきたいと考えてお
ります。

〇機構からお客様のと
ころへ伺います。

〇必要に応じて、技術
職員も一緒にお伺いし、
技術的な相談も承りま
す。
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4．シン・JRTT③ 短期出張所の開設

JRTT・横浜

〇機構職員が短期間、年に数回、各地に
滞在します。（１回につき、１週間～１０
日程度）
〇お客様からご連絡をいただければ、すぐ
にお伺いすることができます。
〇令和５年度は、九州、四国、近畿中国で
の滞在を予定しています。

JRTTの新たな取組みとして短期出張所を開設します

1７



おわりに

JRTTは、
皆様にとって内航海運業界にとって

さらに身近な存在になることを
目指します。

ご清聴ありがとうございました。
船旅王子
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建造に関するお問合せ先

共有船舶建造支援部 建造促進課

TEL 045(222)9138 / FAX 045(222)9150

共有船舶建造支援部 技術支援課

TEL 045(222)9123 / FAX 045(222)9150

共有船舶建造支援部 技術企画課

TEL 045(222)9124 / FAX 045(222)9150 

鉄道・運輸機構ホームページ（船舶建造）
URL:https://www.jrtt.go.jp/ship/

共有船の建造に
関するご相談

技術支援に関する
ご相談

離島航路姫船旅王子

←ＨＰはこちらから

技術調査に関する
ご相談

https://www.jrtt.go.jp/ship/
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